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証券コード　4237

平成28年６月10日

株 主 各 位
兵 庫 県 姫 路 市 飾 西 3 8 番 地 １

フ ジ プ レ ア ム 株 式 会 社

代表取締役社長 松 本 倫 長

第34回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　また、このたびの熊本県・大分県を中心とした九州地方での大型地震により被

災された株主の皆様には、心よりお見舞い申し上げます。

　さて、当社第34回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月28日（火曜日）
午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時 平成28年６月29日（水曜日）午前10時
２．場 所 兵庫県姫路市飾西38番地１

当社　本社ビル４階　大会議室
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第34期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第34期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計
算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役５名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申し上げます。
　当日の受付開始は午前９時を予定しております。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合
は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載いたしますので、ご了承ください。
　当社ウェブサイトのアドレスは、http://www.fujipream.co.jp/であります。

－ 1 －

株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（ 平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで ）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府と日銀による経済対策及び

金融政策を背景に、緩やかな回復基調で推移したものの、中国をはじめと

する新興国経済の減速感の強まり等、海外での景気下振れリスクの懸念に

加え、為替相場や株式市場が大きく変動する等、先行きは不透明な状況と

なっております。

　このような状況の中、当社グループの主力事業である精密貼合及び高機

能複合材部門におきましては、ディスプレイ材料の流通在庫の調整の影響

を受け、低調に推移いたしました。また、環境ビジネス部門におきまして

は、再生可能エネルギー固定価格買取制度の見直しの影響により、大変厳

しい市場環境となりました。

　この結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高11,838

百万円（前連結会計年度比28.2％減）、経常利益706百万円（同49.6％減）

を計上し、親会社株主に帰属する当期純利益は406百万円（同49.6％減）と

なりました。

部門別の業績は次のとおりであります。

－ 2 －

事業の状況
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（イ）精密貼合及び高機能複合材部門

　国内外におけるディスプレイ市場は、４Ｋテレビや裸眼３Ｄ等の高付

加価値タイプのディスプレイ市場が成長し、また、タッチパネル市場に

おきましては、中大型の静電容量方式の市場が拡大し、産業用分野や教

育分野、そしてアミューズメント分野等に使われる用途が広がっており

ます。しかしながら、当社取扱いのディスプレイ材料の流通在庫の調整

が大きく影響し、当連結会計年度において出荷量が低調となりました。

このような市場の変化の中、精密貼合技術やダイレクトボンディング技

術を活用し、新規生産設備の導入による生産の高度化を実施、更に、独

自の技術を活かしたＬＥＤ関連事業や新素材加工事業を推進し、新規ビ

ジネスへの取組みを強化してまいりました。

　この結果、精密貼合及び高機能複合材部門の売上高は8,123百万円（前

連結会計年度比19.8％減）、営業利益は417百万円（同50.4％減）となり

ました。

（ロ）環境ビジネス部門

　太陽電池の国内市場は、固定価格買取制度の見直しと買取価格の低下、

また、海外生産品による価格競争の激化により、産業用市場の環境が急

激に厳しさを増しました。このような状況に対応すべく、ＯＥＭ供給品

の生産量の拡大、超軽量太陽電池モジュールの更なる拡販、住宅用発電

システム販売の強化、追尾型太陽光発電・蓄電池システム等の新規シス

テムの開発・販売等の施策を実施してまいりました。

　この結果、環境ビジネス部門の売上高は3,714百万円（前連結会計年度

比41.5％減）、営業利益は265百万円（同37.6％減）となりました。

－ 3 －
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（部門別売上高）

部 門 売 上 高 構 成 比 前連結会計年度比

精密貼合及び高機能複合材部門 8,123百万円 68.6％ △19.8％

環 境 ビ ジ ネ ス 部 門 3,714 31.4 △41.5

合 計 11,838 100.0 △28.2

②　設備投資の状況

当社グループは、当連結会計年度におきまして、総額408百万円の設備投

資を実施いたしました。

③　資金調達の状況

当社グループの当連結会計年度の資金調達は、短期借入金100百万円、長

期借入金1,000百万円、総額1,100百万円であります。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況 (単位：千円）

区 分
第31期

(平成25年３月期)
第32期

(平成26年３月期)
第33期

(平成27年３月期)

第34期
(当連結会計年度)
(平成28年３月期)

売 上 高 11,816,840 15,313,369 16,483,272 11,838,275

経 常 利 益 1,196,493 1,509,878 1,401,315 706,097

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

513,766 808,669 807,898 406,994

１株当たり当期純利益 17円98銭 28円30銭 28円27銭 14円24銭

総 資 産 15,248,994 17,227,540 18,566,465 17,085,578

純 資 産 7,131,843 7,819,928 8,480,173 8,699,193

１株当たり純資産額 246円27銭 269円50銭 292円29銭 299円75銭

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に

より、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数に

より算出しております。

－ 4 －

事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

フ ジ プ レ 販 売 株 式 会 社  305 百万円 91.6％

当社製品（太陽電池モジュ
ール等）の販売業務、当社
グループの購買業務及び物
流業務等

上海不二光学科技有限公司  250 万米ドル 100.0％
光学製品、太陽光製品、機
器設備の製造・卸・販売

(4) 対処すべき課題

当社グループは、精密貼合及び高機能複合材関連事業におきましては、コ

ア技術である精密貼合技術（注）とメカトロニクス技術を活用し、ディスプ

レイ用部材やタッチパネルの製造で、高品質、高効率を追求し、シェアを拡

大してまいりました。しかし、競争環境の激化や価格の低下から、新しい分

野として、新素材加工やＬＥＤ関連、そしてロボット関連等の付加価値の高

いビジネス分野への展開を図っております。また、更に研究開発・技術開発・

マーケティング活動を行い、新規ビジネスの開拓、新たな受注の拡大に繋げ

てまいります。

環境ビジネス関連事業におきましては、変化点を迎えた太陽光発電市場で、

優位性のあるポジションを築くために、高効率モジュールや追尾型太陽光発

電システム等の差別化された製品の開発、ＯＥＭ品等の供給力拡大、競争力

のある価格を実現するための施策を実施してまいります。また、環境分野で

の新たなビジネスチャンスを獲得すべく、市場のニーズに対してトータルで

提案できる体制を構築してまいります。

（注）精密貼合技術

大小様々なサイズの光学機能性フィルム等をミクロレベルの精度で貼り合

わせる技術であり、液晶、高精細テレビの部材やタッチパネルの製造に必

要とされております。

－ 5 －
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(5) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

部 門 事 業 内 容 及 び 製 商 品

精 密 貼 合 及 び
高機能複合材部門

「精密貼合技術」を活用し、ディスプレイに使用される
タッチパネル、液晶パネル等に関する製品の製造・販売を
行っております。
また、新商品や新技術に関する試作対応を随時行ってお

り、新規事業の獲得に取組んでおります。
「製商品の種類」
１．タッチパネルセンサー基板
２．液晶ディスプレイ用部材
３．ＬＥＤ光源用ＣＯＦ

環境ビジネス部門

「太陽電池モジュール製造技術」を活用した太陽電池モ
ジュールの製造・販売及び太陽光発電システム等の設計・
施工・販売を行っております。

また、住宅やビルの窓に使用する断熱用・飛散防止用の
フィルムラミネートガラスの製造・施工・販売を行ってお
ります。
「製商品の種類」
１．太陽電池モジュール
２．太陽光発電システム関連商品
３．フィルムラミネートガラス

－ 6 －
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(6) 主要な営業所及び工場（平成28年３月31日現在）

①　フジプレアム株式会社

　本社 ：兵庫県姫路市

　姫路工場 ：兵庫県姫路市

　播磨テクノポリス光都工場／研究所 ：兵庫県たつの市

　東京営業本部 ：東京都中央区

　大阪営業本部 ：大阪府大阪市

（注）平成27年５月15日付をもって、東京オフィスは東京営業本部に名称変
更し、大阪営業本部を新設いたしました。

②　フジプレ販売株式会社

　本社 ：兵庫県たつの市

　東日本営業本部 ：東京都中央区

　西日本営業本部 ：大阪府大阪市

（注）１．平成27年５月15日付をもって、東京オフィスは東日本営業本部に
名称変更し、西日本営業本部を新設いたしました。

　　　　２．名古屋オフィス、九州オフィス、仙台オフィスは、平成27年９月
30日付をもって、閉鎖いたしました。

③　上海不二光学科技有限公司 ：中華人民共和国

－ 7 －

主要な営業所及び工場
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(7) 従業員の状況（平成28年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

部 門 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

精密貼合及び高機能複合材部門 97 (２) 名 △５ (△13) 名

環 境 ビ ジ ネ ス 部 門 74 (９) △21 (△８)

全 社 ( 共 通 ) 44 (３) ９ (－)

合 計 215 (14) △17 (△21)

（注）１．従業員数は就業員数であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人

員を外数で記載しております。

２．全社（共通）は、特定の事業部門に区分できない研究開発室、品質管

理室、営業本部及び管理部等に所属している従業員数を記載しており

ます。

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

155（５）名 ６（△15）名 32.5歳 8.0年

（注）１．従業員数は就業員数であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人

員を外数で記載しております。

２．社外へ出向中の従業員４名は含まれておりません。

(8) 主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,816百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,268

株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行 1,181

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 8 －

従業員の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成28年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 105,000,000株

②　発行済株式の総数 29,786,400株

③　株主数 4,283名

④　大株主(上位10名)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

松 本 實 藏 11,705,700株 40.96％

松 本 倫 長 2,441,400 8.54

松 本 庄 藏 1,854,000 6.48

東 レ 株 式 会 社 1,560,000 5.45

日 亜 化 学 工 業 株 式 会 社 1,425,000 4.98

旭 硝 子 株 式 会 社 936,000 3.27

リ ン テ ッ ク 株 式 会 社 936,000 3.27

ジェイアンドエム株式会社 475,500 1.66

松 本 春 代 360,000 1.25

松 本 守 雄 330,000 1.15

 (注) １．当社は、自己株式を1,211,461株保有しておりますが、上記大株主から

は除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して算出しております。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。

－ 9 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成28年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長 松 本 實 藏 上海不二光学科技有限公司董事長

代表取締役社長 松 本 倫 長
フジプレ販売株式会社代表取締役
上海不二光学科技有限公司董事

取 締 役 名 村 信 彦
フジプレ販売株式会社代表取締役社長
上海不二光学科技有限公司董事

取 締 役 木 村 裕 史 弁護士

取 締 役 森 田 晃 史 営業本部長

常 勤 監 査 役 松 本 　 毅

監 査 役 瀧 元 　 一
公認会計士
フジプレ販売株式会社監査役

監 査 役 神 原 　 丘

（注）１．取締役　木村裕史氏は、社外取締役であります。

２．監査役　松本　毅、瀧元　一、神原　丘の３氏は、社外監査役であり

ます。

３．当社は、取締役　木村裕史氏及び監査役　松本　毅、瀧元　一、神原

丘の３氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

取引所に届け出ております。

４．監査役  瀧元  一氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会

計に関する相当程度の知見を有しております。

５．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。

①森田晃史氏は、平成27年６月26日開催の第33回定時株主総会において、

新たに取締役に選任され、就任いたしました。

②神原　丘氏は、平成27年６月26日開催の第33回定時株主総会において、

新たに監査役に選任され、就任いたしました。

③平成27年６月26日開催の第33回定時株主総会終結の時をもって、取締

役　澁谷　尚氏は、任期満了により退任いたしました。

④平成27年６月26日開催の第33回定時株主総会終結の時をもって、監査

役　松原徳文氏は、辞任により退任いたしました。

－ 10 －

会社役員の状況
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６．当事業年度中の取締役の地位及び担当の異動は次のとおりであります。

氏 名 旧 役 職 名 新 役 職 名 異 動 年 月 日

名 村 信 彦
取締役
営業本部
統括営業本部長

取締役 平成28年３月１日

森 田 晃 史

取締役
執行役員常務
営業本部
東京営業本部長

取締役
執行役員常務
営業本部長

平成28年３月１日

②　当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

５名
（１）

83,046千円
（4,000）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

２
（２）

4,544
（4,544）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

７
（３）

87,590
(8,544）

（注）１．取締役の報酬等の額には、従業員兼務取締役の従業員分給与は含まれ

ておりません。

２．上記には、平成27年６月26日開催の第33回定時株主総会終結の時をも

って退任した取締役１名に対する報酬等の額を含んでおります。また、

無報酬の取締役１名及び監査役２名（うち社外監査役２名）は含まれ

ておりません。なお、当事業年度末日現在の会社役員の人数は、取締

役５名（うち社外取締役１名）及び社外監査役３名であります。

３．取締役の報酬限度額は、平成16年６月30日開催の第22回定時株主総会

において年額200,000千円以内と決議いただいております。ただし、従

業員分給与は含まれておりません。

４．監査役の報酬限度額は、平成16年６月30日開催の第22回定時株主総会

において年額40,000千円以内と決議いただいております。
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③　社外役員に関する事項

（イ）他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

監査役　瀧元　一氏は、フジプレ販売株式会社の監査役であります。

フジプレ販売株式会社は当社の連結子会社であります。

（ロ）当事業年度における主な活動状況

地 位 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 木 村 裕 史

当事業年度開催の取締役会20回のうち18回
に出席しております。弁護士としての独立
した立場で、専門的な知識・経験を活かし、
必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 松 本 　 毅

当事業年度開催の取締役会20回のうち18回
に出席し、当事業年度開催の監査役会13回す
べてに出席しております。加古川市教育長
として培ってきた幅広い見識と経験を活か
し、当社の業務の適正を確保するための監査
体制の強化に取組んでおります。

監 査 役 瀧 元 　 一

当事業年度開催の取締役会20回のうち13回
に出席し、当事業年度開催の監査役会13回す
べてに出席しております。公認会計士とし
て培われた専門的な知識・経験を活かし、当
社監査体制の強化に取組んでおります。

監 査 役 神 原 　 丘

平成27年６月26日就任以降開催の取締役会
14回のうち７回、監査役会９回のうち６回に
出席しております。当社の取引先である東
レ株式会社で培ってきた経験と見識から、適
宜発言を行っております。

（ハ）責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　　あると築地有限責任監査法人

 (注) あると築地監査法人は、平成28年３月30日付で有限責任監査法人に移行し、

あると築地有限責任監査法人となりました。

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 12,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

12,000千円

 (注) １．当社の重要な子会社のうち､ 上海不二光学科技有限公司については､ 

当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と

金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら

ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額に

はこれらの合計額を記載しております。

３．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況

及び報酬見積もりの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な

検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断を

いたしました。

③　非監査業務の内容

該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた

します。
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なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その

必要があると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の

会議の目的とすることを監査役会に請求し、監査役会はその適否を判断し

たうえで、株主総会に提出する議案の内容を決定いたします。

 (注) 「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５月

１日に施行されたことに伴い、会計監査人の解任又は不再任に関する議案

の決定機関を、取締役会から監査役会に変更しております。

⑤　責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

当社は、平成27年５月12日開催の取締役会において、取締役の職務の執行

が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適

正を確保するための体制を一部改定する決議をいたしました。決定内容の概

要は、以下のとおりであります。

①　当社及び当社グループ会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制

・コンプライアンス委員会・事務局を設置する。

・役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たす

ため、行動規範・倫理綱領を定め、それを全役職員に周知徹底させる。

・管理部長を情報管理責任者とし、情報管理体制を強化する。

・取締役に対するコンプライアンス研修を実施する。

・内部監査を実施する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役の職務執行状況を確認できるような情報の保存・管理体制として、

議事録、稟議書、契約書等保存対象書類、保存期間、検索のための分類

方法、保存場所等を「情報取扱規程」に定める。

③　当社及び当社グループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体

制

・リスク管理体制を統括する部署をリスク管理委員会とし、「リスク管理

マニュアル」に定める。

・従業員に対するリスク管理に関する教育・研修を実施する。

・大規模な事故や災害・不祥事が発生した場合の危機対応マニュアルを整

備する。

④　当社及び当社グループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われるこ

とを確保するための体制

・取締役会としての役割と責任権限を明確化する。

・執行役員制度を導入し、経営体制と執行体制を分離することで、機動的

かつ効率的な事業運営を行う。

・「組織運営規程」「業務分掌規程」「職務権限規程」により定める。
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⑤　当社及び当社グループ会社の従業員の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制

・従業員に対するコンプライアンス研修を実施する。入社時には個別教育

を実施する。

・内部通報窓口を設置する。

⑥　当社及び当社グループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保

するための体制

・当社グループ全体のガバナンス体制構築のため（組織と権限、担当役員

と担当部署）の基本方針を策定する。

・子会社のコンプライアンスの周知のため教育や研修を実施する。

・親会社としての子会社管理の基本方針を「子会社管理規程」に定める。

・役員派遣による子会社のガバナンスを強化する。

・子会社の一定の経営上の重要事項に関する事項は、親会社の承認が必要

な体制を整備する。

・業務執行状況・財務状況等を定期的に当社の取締役会に報告する。

・親会社による子会社の内部監査室による監査を実施する。

・危機発生時における親会社への連絡体制を整備する。

⑦　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における

当該従業員に関する事項並びに当該従業員の取締役からの独立性及び当

該従業員に対する指示の実効性の確保に関する事項

・監査役会の職務を補助する事務局（監査役室）を独立して設置する。監

査役補助スタッフの配置、員数を整備する。

・監査役補助スタッフの人事評価、懲戒処分等に対して監査役の同意を得

る。

・当該従業員は、監査役補助スタッフ業務に関し、監査役の指揮命令下に

おいて優先して従事するものとする。

・「監査役会規程」により定める。
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⑧　取締役及び従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制

・当社及び当社グループ会社の取締役から監査役に報告する体制を構築す

る。（執行役員会議で決定された重要な事項、内部監査状況、社内不祥

事・法令違反、リスク管理に関する重要な事項等）

・従業員から直接監査役に報告する体制を構築する。（内部通報情報、社

内処分事例等）

・監査役への報告を行った当社及び当社グループ会社の取締役及び従業員

に対して、不利益な取扱いをすることを禁ずる。

⑨　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他

の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関す

る事項

・当社は、監査役がその職務の執行について必要な費用の前払等の請求を

したときは、速やかに当該費用又は債務を処理する。

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役の職務分担を行う。監査役と代表取締役、会計監査人との定期的

な情報交換会を開催する。

・「監査役会規程」により定める。

・内部統制システムが有効的に機能しているか検証する。

⑪　財務報告の内部統制システムが実効的に行われることを確保するための

体制

・業務プロセスの文書化、リスク分析を行い、その対策を明らかにする。

・内部統制が機能するための組織、職務分担を明確にし、社内規程を整備

する。

・事業活動にかかわる法令その他の規範の遵守を促進するため、法令遵守

体制を整備する。

・計算書類及び計算書類に重要な影響を及ぼす可能性のある情報の信頼性

を確保する。

・資産の取得、使用及び処分が正当な手続き及び承認の下に行われるよう、

資産の保全を図る。

・財務を担当する部署に会計・財務に関する十分な専門性を有する者を配

置する。
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なお、反社会的勢力排除に向けた取組みは、以下のとおりであります。

①　基本的な考え方

・反社会的勢力の排除は企業の社会的責任とともに企業防衛の観点からも

必須のことであり、反社会的勢力からの不当要求等には決して応じない。

②　整備状況

・「行動規範」に反社会的勢力排除を定め、社内に徹底を図っている。

・「リスク管理マニュアル」の中で、反社会的勢力からの不当要求等をリ

スクと捉え、当該団体等からの不当要求等に対処するようにしている。

・反社会的勢力の排除に向け、他企業との情報共有化及び警察との協調関

係構築のため、「企業防衛対策協議会」に参加し、地域企業及び県警本

部と交流、情報交換を図っている。

・反社会的勢力からの不当要求等に対し、総務部が窓口となり、経営トッ

プをはじめ組織全体で事態に対処することとしている。

(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社の当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の

概要は以下のとおりであります。

①　内部統制システム全般

　当社及び当社グループ会社の内部統制システム全般の整備・運用状況を

当社の内部統制委員、監査役及び会計監査人とで継続的に確認し、改善、

強化に取組みました。

②　コンプライアンス

　当社は、当社及び当社グループ会社の役職員に対し、その階層に応じて

必要なコンプライアンスについて、社内研修での教育及び会議体での説明

を行い、法令及び定款を遵守するための取組みを継続的に行っております。

③　リスク管理

　当社は、リスク管理マニュアルに基づき、リスク管理委員会を定期的に

開催し、当社及び当社グループ会社における重点管理リスクへの対応状況、

リスク管理体制の運用状況の確認を行っております。

④　取締役の職務執行

　「組織運営規程」「業務分掌規程」「職務権限規程」により、職務の執

行が迅速かつ効率的に行われるよう努めております。
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　また、取締役会を20回開催し、法令又は定款に定められた事項及び経営

上重要な事項の決議を行いました。

　執行役員制度を導入し、経営体制と執行体制を分離して、機動的かつ効

率的な事業運営を行っております。

⑤　監査役

　監査役は、取締役会に出席するとともに、経営会議及びその他重要な会

議にも出席しております。更に、取締役等から業務執行の状況について直

接聴取し、内部統制の整備、運用状況について確認しております。

　また、会計監査人、内部統制に係る組織と必要に応じて情報交換を実施

することで当社の内部統制システム全般をモニタリングするとともに、よ

り効率的な運用について助言を行っております。

　専任の補助スタッフを監査役会の直轄下に設置し、執行部門の組織から

分離させております。

(7) 会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。

(注）本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

退職給付に係る資産

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

10,729,506

5,716,934

1,906,327

1,804,913

499,068

686,121

20,903

97,162

△1,923

6,356,071

5,984,205

2,114,171

562,087

2,521,563

451,262

305,640

29,481

4,552

367,312

89,450

32,972

31,936

41,103

176,511

△4,662

流 動 負 債 5,465,364

支払手形及び買掛金 1,072,398

短 期 借 入 金 2,350,000

１年内返済予定の長期借入金 1,918,320

リ ー ス 債 務 4,568

未 払 金 28,497

未 払 法 人 税 等 31,526

賞 与 引 当 金 14,233

そ の 他 45,820

固 定 負 債 2,921,020

長 期 借 入 金 2,773,120

リ ー ス 債 務 8,960

繰 延 税 金 負 債 15,231

そ の 他 123,707

負 債 合 計 8,386,384

純 資 産 の 部

株 主 資 本 8,536,805

資 本 金 2,000,007

資 本 剰 余 金 2,440,803

利 益 剰 余 金 4,959,885

自 己 株 式 △863,890

その他の包括利益累計額 28,655

その他有価証券評価差額金 13,465

為替換算調整勘定 15,189

非 支 配 株 主 持 分 133,731

純 資 産 合 計 8,699,193

資 産 合 計 17,085,578 負 債 ・ 純 資 産 合 計 17,085,578

－ 20 －
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連 結 損 益 計 算 書

（ 平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 11,838,275

売 上 原 価 10,173,191

売 上 総 利 益 1,665,083

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 961,722

営 業 利 益 703,361

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 10,368

助 成 金 収 入 8,612

固 定 資 産 賃 貸 料 1,182

そ の 他 15,681 35,845

営 業 外 費 用

支 払 利 息 24,522

為 替 差 損 8,007

そ の 他 580 33,109

経 常 利 益 706,097

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 706,097

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 215,759

過 年 度 法 人 税 等 51,168

法 人 税 等 調 整 額 26,465 293,392

当 期 純 利 益 412,704

非支配株主に帰属する当期純利益 5,710

親会社株主に帰属する当期純利益 406,994
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連結株主資本等変動計算書

（ 平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで ）

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 2,000,007 2,440,803 4,724,340 △863,890 8,301,261

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △171,449 △171,449

親会社株主に帰属する
当期純利益

406,994 406,994

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 － － 235,544 － 235,544

当連結会計年度末残高 2,000,007 2,440,803 4,959,885 △863,890 8,536,805

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
その他の包括利益累
計額合計

当連結会計年度期首残高 41,316 9,574 50,890 128,021 8,480,173

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △171,449

親会社株主に帰属する
当期純利益

406,994

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

△27,850 5,614 △22,235 5,710 △16,525

当連結会計年度変動額合計 △27,850 5,614 △22,235 5,710 219,019

当連結会計年度末残高 13,465 15,189 28,655 133,731 8,699,193

－ 22 －
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　　２社
・主要な連結子会社の名称　　　　フジプレ販売株式会社

上海不二光学科技有限公司
(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・主要な会社等の名称　　　　　　北九州ＴＥＫ＆ＦＰ合同会社
・持分法を適用しない理由　　　　同社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除
いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ
重要性がないため持分法の適用範囲から除外しており
ます。

(3) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券

その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　　連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、
移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
（ロ）たな卸資産

商品及び製品　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

仕掛品 受注生産品：個別法による原価法（貸借対照表価額に
ついては収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）

標準生産品：総平均法による原価法（貸借対照表価額
については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）

原材料　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品　　　　　　　　　　　 終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
（イ）有形固定資産

（リース資産を除く）
当社及び国内連結子会社は定率法（ただし、平成10年
４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）に
ついては、定額法）を、また、在外連結子会社は定額
法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　３～45年
機械装置及び運搬具　２～17年

（ロ）無形固定資産
（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。
・その他の無形固定資産　　　　定額法を採用しております。

－ 23 －
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（ハ）リース資産
所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
（イ）貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

（ロ）賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支
給見込額に基づき当連結会計年度負担額を計上してお
ります。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項
（イ）重要なヘッジ会計の方法　　　特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、

特例処理を採用しております。
また、一体処理（特例処理・振当処理）の要件を満た
す金利通貨スワップについては、一体処理を採用して
おります。

（ロ）退職給付に係る負債又は資産　小規模企業等における簡便法の採用
並びに退職給付費用の処理方法　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職

給付費用の計算に、直近の年金財政計算上の数理債務
をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適
用しております。

（ハ）消費税等の会計処理　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって
おります。

２．会計方針の変更に関する注記
（企業結合に関する会計基準等の適用）
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会
計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月
13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第
７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用
し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計
上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更してお
ります。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の
確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映
させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支
配株主持分への表示の変更を行っております。
　　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44
－５項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結
会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。
　これによる連結計算書類に与える影響はありません。
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,647,908千円

(2) 保証債務
　連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して、以下のとおり債務保証を行っ
ております。

　北九州ＴＥＫ＆ＦＰ合同会社 700,000千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数
　　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29,786,400株
(2) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

平成27年６月26日開催の第33回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 171,449千円

・１株当たり配当額 ６円

・基準日 平成27年３月31日

・効力発生日 平成27年６月29日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となる
もの
平成28年６月29日開催予定の第34回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 171,449千円

・１株当たり配当額 ６円

・基準日 平成28年３月31日

・効力発生日 平成28年６月30日
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５．金融商品に関する注記
(1）金融商品の状況に関する事項
①  金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預貯金等に限定し、銀行等金融機関から
の借入れにより資金調達をしております。主に、借入金の金利変動リスク及び外貨建借
入金等の為替変動リスクを回避するためにデリバティブ取引を利用しており、投機目的
のデリバティブ取引は行わない方針であります。

②  金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に従い、
リスク低減を図っております。また、投資有価証券は、主に企業の株式であり、価格変
動リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日でありま
す。その一部には、輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替変動リスクに晒されており
ます。借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。変動金利
の借入金は金利変動リスクに晒されており、また、外貨建借入金は為替変動リスクに晒
されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
（イ）信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、営業債権及び長期貸付金について、与信管理規程に従い、信用調査
を実施するとともに、取引先毎に期日及び残高を管理しております。なお、当連結会
計年度の連結決算日現在における営業債権については、主に特定の大口顧客に対する
ものであります。デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い金融機関であ
るため、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどないものと認識しております。

（ロ）市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理
投資有価証券は、定期的に時価を把握し、保有状況を継続的に見直しております。一
部の営業債務については、為替変動リスクを抑制するためにデリバティブ取引（為替
予約）を利用しております。また、一部の借入金については、金利変動リスク及び為
替変動リスクを抑制するためにデリバティブ取引（金利スワップ及び通貨スワップ）
を利用しております。なお、デリバティブ取引の実行及び管理は当社グループのリス
ク管理方針に従い、経理担当部署が行っております。

（ハ）資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
当社グループは、適時に資金繰計画を作成・更新し、流動性リスクを管理しておりま
す。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算
定された価額が含まれております。

－ 26 －

連結注記表



2016/05/27 17:16:56 / 15175478_フジプレアム株式会社_招集通知

(2）金融商品の時価等に関する事項
平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含
まれておりません。

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 5,716,934 5,716,934 －

(2）受取手形及び売掛金 1,906,327 1,906,327 －

(3）投資有価証券 89,450 89,450 －

資産計 7,712,711 7,712,711 －

(1）支払手形及び買掛金 1,072,398 1,072,398 －

(2）短期借入金 2,350,000 2,350,000 －

(3）長期借入金（※１） 4,691,440 4,693,645 2,205

負債計 8,113,838 8,116,044 2,205

デリバティブ取引（※２）
　①ヘッジ会計が適用されていな

いもの
（106） （106） －

　②ヘッジ会計が適用されている
もの

－ － －

デリバティブ取引計 （106） （106） －

　※１．　長期借入金は１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
　　２．　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示し、正味の債務とな

る場合は（　）で表示しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産
(1）現金及び預金並びに(2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。

(3）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又
は取引金融機関等から提示された価格によっております。

負債
(1）支払手形及び買掛金並びに(2）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。

(3）長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入れを行った場合に想定される
利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引
　これらの時価は、取引先金融機関より提示された価格等に基づいて処理しておりま

す。
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２．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内（千円）

預金 5,714,050

受取手形及び売掛金 1,906,327

合計 7,620,377

３．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内

（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

長期借入金 1,918,320 1,918,320 624,400 230,400 －

６．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額  299円75銭

(2) １株当たり当期純利益 　14円24銭

７．その他の注記
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 28 －

連結注記表



2016/05/27 17:16:56 / 15175478_フジプレアム株式会社_招集通知

貸　借　対　照　表
（平成28年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 収 入 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

8,157,389

5,175,230

395,713

1,383,944

493,111

657,434

38,363

66

7,803

5,721

6,578,404

5,982,194

2,049,568

63,186

561,744

250

28,977

2,521,563

451,262

305,640

3,656

2,225

1,431

592,553

89,450

256,756

120,000

114,927

29,423

79,656

△97,659

流 動 負 債 4,486,235

支 払 手 形 153,065

買 掛 金 548,248

短 期 借 入 金 1,800,000

１年内返済予定の長期借入金 1,918,320

リ ー ス 債 務 4,568

未 払 金 5,933

未 払 費 用 36,171

未 払 法 人 税 等 5,990

預 り 金 4,745

賞 与 引 当 金 9,193

固 定 負 債 2,827,675

長 期 借 入 金 2,773,120

リ ー ス 債 務 8,960

繰 延 税 金 負 債 13,080

資 産 除 去 債 務 32,513

負 債 合 計 7,313,910

純 資 産 の 部

株 主 資 本 7,408,418

資 本 金 2,000,007

資 本 剰 余 金 2,440,803

資 本 準 備 金 2,436,668

そ の 他 資 本 剰 余 金 4,135

利 益 剰 余 金 3,831,497

そ の 他 利 益 剰 余 金 3,831,497

別 途 積 立 金 3,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金 831,497

自 己 株 式 △863,890

評価・換算差額等 13,465

その他有価証券評価差額金 13,465

純 資 産 合 計 7,421,884

資 産 合 計 14,735,794 負 債 ・ 純 資 産 合 計 14,735,794

－ 29 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

（ 平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 11,106,419

売 上 原 価 9,830,739

売 上 総 利 益 1,275,680

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 722,953

営 業 利 益 552,726

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 9,901

助 成 金 収 入 8,591

固 定 資 産 賃 貸 料 17,422

そ の 他 9,388 45,305

営 業 外 費 用

支 払 利 息 21,442

そ の 他 3,280 24,722

経 常 利 益 573,309

特 別 損 失

関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 7,285 7,285

税 引 前 当 期 純 利 益 566,023

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 167,983

過 年 度 法 人 税 等 51,168

法 人 税 等 調 整 額 19,301 238,453

当 期 純 利 益 327,570

－ 30 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

（ 平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで ）

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 2,000,007 2,436,668 4,135 2,440,803 2,500,000 1,175,377 3,675,377

当期変動額

剰余金の配当 △171,449 △171,449

当期純利益 327,570 327,570

別途積立金
の積立

500,000 △500,000 －

株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － 500,000 △343,879 156,120

当期末残高 2,000,007 2,436,668 4,135 2,440,803 3,000,000 831,497 3,831,497

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 △863,890 7,252,297 41,316 41,316 7,293,613

当期変動額

剰余金の配当 △171,449 △171,449

当期純利益 327,570 327,570

別途積立金
の積立

－ －

株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額)

△27,850 △27,850 △27,850

当期変動額合計 － 156,120 △27,850 △27,850 128,270

当期末残高 △863,890 7,408,418 13,465 13,465 7,421,884

－ 31 －

株主資本等変動計算書
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法
その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額
は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移
動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法
②　たな卸資産

仕掛品 受注生産品：個別法による原価法（貸借対照表価額に
ついては収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）

標準生産品：総平均法による原価法（貸借対照表価額
については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）

原材料　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品　　　　　　　　　　　　 終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得した建物
（建物附属設備は除く）については、定額法）を採用
しております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　３～45年
機械及び装置
及び車両運搬具

２～17年

②　無形固定資産
　（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。
・その他の無形固定資産　　　　　定額法を採用しております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リ
ース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。

－ 32 －

個別注記表
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(3）引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支
給見込額に基づき当事業年度負担額を計上しておりま
す。

③　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産に基づき、計上しており
ます。

(4）その他計算書類作成のための重要な事項
①　重要なヘッジ会計の方法　　　　特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、

特例処理を採用しております。
また、一体処理（特例処理・振当処理）の要件を満た
す金利通貨スワップについては、一体処理を採用して
おります。

②　消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって
おります。

２．会計方針の変更に関する注記

（企業結合に関する会計基準等の適用）
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会
計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月
13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生
した事業年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当事業年度の期首以後実施
される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結
合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に変更しております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び事業分離等会計基
準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたっ
て適用しております。
　これによる計算書類に与える影響はありません。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,660,365千円

(2) 保証債務
　連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して、以下のとおり債務保証を行っ
ております。

　北九州ＴＥＫ＆ＦＰ合同会社 700,000千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務

①　短期金銭債権 421,797千円

②　長期金銭債権 114,927千円

③　短期金銭債務 411,780千円

－ 33 －
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４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

(1) 売上高 2,134,380千円

(2) 仕入高 1,539,089千円

(3) 上記以外の営業取引高 250,497千円

(4) 営業取引以外の取引高 16,240千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,211,461株

６．税効果会計に関する注記
　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 2,832千円

貸倒引当金 29,864

減損損失 38,558

その他 11,834

繰延税金資産小計 83,089

評価性引当額 △75,261

繰延税金資産合計 7,828

繰延税金負債

前払年金費用 △7,173

その他有価証券評価差額金 　△5,931

繰延税金負債合計 △13,105

繰延税金資産の純額 △5,277

　　当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。
　　　流動資産－繰延税金資産　　　　　　　　　　　   　　　　　7,803千円

　　　　固定負債－繰延税金負債                     　　         13,080

－ 34 －

個別注記表
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７．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
資本金又

は出資金

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有(被

所有)割合

関連当事者

との関係

取引内容

及び金額

（千円）

科目及び

期末残高

（千円）

連結子会

社
フジプレ販売
株式会社

305,000
千円

販売業
(所有)
直接
91.6％

業務委託

役員兼任

製品販売等
2,150,620

資材購入等
1,789,587

受取手形
374,745

売掛金

39,962

支払手形
145,774

買掛金
260,444

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等
が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
製品販売等及び資材購入等については、一般の取引条件と同様に決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 259円73銭

(2) １株当たり当期純利益 11円46銭

９．その他の注記
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 35 －

個別注記表
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成28年５月23日

フジプレアム株式会社

取 　 締 　 役 　 会 　 御 中

あると築地有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岩 﨑 和 文 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 長 井 完 文 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、フジプレアム株式会
社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算
書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不
正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国に
おいて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかにつ
いて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤
謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び
適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内
部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用
方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計
算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

－ 36 －
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監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、フジプレアム株式会社及び連結子会社か
らなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。
以　上

(注）あると築地監査法人は、平成28年３月30日付で有限責任監査法人に移行し
たことにより、あると築地有限責任監査法人となりました。
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成28年５月23日

フジプレアム株式会社

取 　 締 　 役 　 会 　 御 中

あると築地有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岩 﨑 和 文 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 長 井 完 文 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、フジプレアム
株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第34期事業年度の
計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにあ
る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附
属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か

ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査
法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査

証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ
り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検
討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。
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監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附
属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。
以　上

(注）あると築地監査法人は、平成28年３月30日付で有限責任監査法人に移行し
たことにより、あると築地有限責任監査法人となりました。
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第34期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、当期の監査方針、監査役会活動計画等を定め、各監査役

から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監
査方針、監査役会活動計画等に従い、取締役、内部監査室その他従業員
等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び従業員等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業部において業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び従業員等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

－ 40 －
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）
及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人あると築地有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人あると築地有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当
であると認めます。

平成28年５月26日

フ ジ プ レ ア ム 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常勤監査役 松 本 　 毅 

監 査 役 神 原 　 丘 

監 査 役 瀧 元 　 一 

（注）監査役松本　毅、監査役神原　丘及び監査役瀧元　一は、会社法第２条第16号及び

第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金処分の件

第34期の期末配当につきましては、当事業年度の業績及び今後の事業展開等を

勘案し、内部留保にも意を用い、以下のとおりといたしたいと存じます。

　①　配当財産の種類

　　　金銭といたします。

　②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　　当社普通株式１株につき金６円といたしたいと存じます。

　　　なお、この場合の配当総額は171,449,634円となります。

　③　剰余金の配当が効力を生じる日

　　　平成28年６月30日といたします。

－ 42 －
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第２号議案　取締役５名選任の件

取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、取締役５名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

１

まつ

松
もと

本
 

　
じつ

實
ぞう

藏
(昭和21年７月13日生)

昭和40年４月 松本化成工業所入社

昭和57年４月 当社を設立

　　　　　　 当社代表取締役社長

平成４年11月 ジェイアンドエム株式会社

　　　　　　 代表取締役社長（現任）

平成23年４月 当社代表取締役

平成23年６月 当社代表取締役会長

平成24年３月 当社会長

平成26年６月 当社代表取締役会長（現任）

（重要な兼職の状況）

上海不二光学科技有限公司董事長

11,705,700株

－ 43 －
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候補者

番 号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所 有 す る
当社株式の数

２

まつ

松
もと

本
 

 
 

 
とも

倫
なが

長
(昭和57年１月７日生)

平成15年６月 ジェイアンドエム株式会社

　　　　　　 取締役（現任）

平成16年３月 当社入社

平成16年４月 上海不二光学科技有限公司出向

副総経理

平成18年６月 当社ファインテック事業部副事

業部長

平成18年11月 当社管理本部管理部長

平成19年４月 当社ファインテック事業部長

平成19年６月 当社取締役

　　　　　　 ファインテック事業部長

平成21年６月 当社常務取締役

   　　　　　生産本部副本部長兼ファインテ

ック事業部長兼ＩＲ・広報部長

平成22年４月 当社代表取締役

   　　　　　ＩＲ・広報部長

平成22年10月 当社代表取締役

平成23年４月 当社代表取締役社長(現任)

（重要な兼職の状況）

フジプレ販売株式会社代表取締役

上海不二光学科技有限公司董事

2,441,400株

－ 44 －
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候補者

番 号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所 有 す る
当社株式の数

３

な

名
むら

村
 

　
のぶ

信
ひこ

彦
(昭和48年８月15日生)

平成８年４月 株式会社鷲尾建築設計事務所入

社

平成14年11月 当社入社

平成17年４月 当社経営管理室社長付係長

平成17年11月 当社新規事業部課長兼経営管理

室社長付課長

平成18年７月 フジプレアム商事株式会社（現

フジプレ販売株式会社）代表取

締役

平成22年４月 フジプレ販売株式会社常務取締

役

　　　　　　 業務促進部門長

平成22年10月 同社専務取締役

　　　　　　 業務促進部門長兼管理部長

平成24年４月 同社代表取締役社長（現任）

平成24年６月 当社取締役

平成27年４月 当社取締役

　　　　　　 営業本部統括営業本部長

平成28年３月 当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

フジプレ販売株式会社代表取締役社長

上海不二光学科技有限公司董事

7,700株

－ 45 －
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候補者

番 号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所 有 す る
当社株式の数

４

き

木
むら

村
 

　
ひろ

裕
し

史
(昭和38年９月５日生)

昭和62年４月 野村證券投資信託委託株式会社

　　　　　　 （現　野村アセットマネジメン

ト株式会社）入社

平成17年７月 木村法律事務所開設

平成18年７月 当社顧問弁護士

平成21年６月 当社監査役

平成22年４月 フジプレ販売株式会社監査役

平成26年６月 当社取締役（現任）

－株

５

もり

森
た

田
 

　
こう

晃
じ

史
(昭和46年10月19日生)

平成14年10月 当社入社

平成23年４月 当社執行役員

　　　　　　 生産本部副本部長兼ファインテ

ック事業部長

平成24年４月 当社執行役員

　　　　　　 生産本部本部長兼ファインテッ

ク事業部長

平成26年10月 当社執行役員

　　　　　　 市場開拓営業部長兼ファインテ

ック事業部長

平成27年４月 当社執行役員常務

　　　　　　 営業本部東京営業本部長

平成27年６月 当社取締役

　　　　　　 執行役員常務

　　　　　　 営業本部東京営業本部長

平成28年３月 当社取締役

　　　　　　 執行役員常務

　　　　　　 営業本部長（現任）

3,000株

－ 46 －
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 (注) １．取締役候補者　松本實藏氏は、当社の親会社等に該当します。ジェイ

アンドエム株式会社は、同氏の子会社等に該当します。同氏の子会社

等における地位および担当は、上記表中の「略歴、当社における地位

および担当」に含めて記載しております。

２．取締役候補者　松本倫長氏は、当社の親会社等の子会社等であるジェ

イアンドエム株式会社の業務執行者であり、その地位および担当は、

上記表中の「略歴、当社における地位および担当」に含めて記載して

おります。

３．取締役候補者　松本倫長、名村信彦の両氏は、フジプレ販売株式会社

の代表取締役を兼務しており、当社は同社との間に商品販売等の取引

関係があります。他の取締役候補者と当社との間には、特別の利害関

係はありません。

４．木村裕史氏は、社外取締役候補者であります。

５．木村裕史氏は、直接会社の経営に関与された経験はありませんが、弁

護士としての豊富な経験と専門知識並びに高い法令遵守の精神を有し

ておられることから、社外取締役としての職務を適切に遂行いただけ

るものと判断し、選任をお願いするものであります。

６．当社は、木村裕史氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。

７．木村裕史氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役とし

ての在任期間は本総会終結の時をもって２年となります。

８．木村裕史氏は、過去において当社及び当社の子会社であるフジプレ販

売株式会社の監査役でありました。

－ 47 －
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第３号議案　監査役２名選任の件

監査役　瀧元　一、神原　丘の両氏は、本総会終結の時をもって辞任いたしま

すので、監査役２名の選任をお願いするものであります。

なお、監査役候補者　中川康徳、橋場誉司の両氏は、監査役　瀧元　一、神原

丘の両氏の補欠として選任されることになりますので、その任期は当社定款の定

めにより退任される両監査役の任期の満了する時までとなります。

また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

ふ り が な

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

１
なか

中
がわ

川　
やす

康
のり

徳
(昭和51年６月21日生)

平成15年５月 毛利会計事務所入所

平成20年11月 税理士登録

平成21年１月 中川会計事務所開設

（現在に至る）

－株

２
はし

橋
ば

場　
たか

誉
し

司
(昭和41年７月31日生)

平成元年４月 東レ株式会社入社

平成26年４月 同社フィルム事業本部主幹

　　   　　　Toray International（China）

Co.,Ltd. フィルム・機能素材

　　  　　　 事業部門長兼フィルム部長

平成26年７月  Toray International（China）

Co.,Ltd.董事

平成28年４月 東レ株式会社フィルム事業本部

ディスプレイ材料事業部門光学

材料事業部長（現任）

－株
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 (注) １．各監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．中川康徳、橋場誉司の両氏は、新任の社外監査役候補者であります。

３．中川康徳氏を社外監査役候補者とした理由は、直接会社経営に関与し

たことはありませんが、税理士として培われた専門的な知識・経験を、

当社監査体制の強化に活かしていただくことを期待するものでありま

す。

４．橋場誉司氏を社外監査役候補者とした理由は、当社の取引先である東

レ株式会社で培ってきた経験と見識を、当社監査体制の強化に活かし

ていただくことを期待したためであります。なお、同氏は直接会社の

経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外監査

役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、選任をお

願いするものであります。

５．当社は、中川康徳、橋場誉司の両氏を東京証券取引所の定めに基づく

独立役員として指定し、あらかじめ同取引所に届け出ております。

以　上

－ 49 －

監査役選任議案



2016/05/27 17:16:56 / 15175478_フジプレアム株式会社_招集通知

メ　　モ

メモ



2016/05/27 17:16:56 / 15175478_フジプレアム株式会社_招集通知

メ　　モ

メモ



2016/05/27 17:16:56 / 15175478_フジプレアム株式会社_招集通知

株主総会会場ご案内図

会場：兵庫県姫路市飾西38番地１

当社　本社ビル４階　大会議室

電話：（079）266－6161（代表）

姫
路
西
IC

県道724号線
ローソン

マックス
バリュ

丸亀製麺

町田橋 田井橋

至
姫
路
市
街

県道５号線

菅
生
川

夢
前
川

ＪＲ姫新線

フジプレアム株式会社
本社ビル

ＪＲ余部駅

飾西郵便局前
バス停

夢前橋

至
神
戸

Ｒ２

至ＪＲ姫路駅

至岡山

Ｎ

ファミリーマート

送迎バス：集合時間　午前８：50

出発時間　午前９：00（１便のみ）

ＪＲ「姫路駅」南口　バスターミナル

交　　通：(1) ＪＲ姫新線「余部駅」より徒歩約20分

(2) ＪＲ「姫路駅」、山陽電鉄「山陽姫路駅」下車、

神姫バス「姫路駅（北口）」31、32番線乗車（約20分）、

「飾西郵便局前」下車すぐ（徒歩約１分）

お 願 い：お車でお越しの場合、本社ビル駐車場に限りがございますので、

なるべく 寄の交通機関をご利用ください。

地図




